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中期計画策定の目的と趣旨 

 

１ 中期計画 

 地方独立行政法人が、中期目標として指示された目標を達成するために定める具

体的計画。 

 中期計画の策定には、地方独立行政法人の設立団体の長の認可が必要。 

 設立団体の長は、中期計画の認可をしようとするときは、あらかじめ、評価委員

会の意見を聴かなければならない。 

 公立大学法人の場合、中期計画の策定には議会の議決を要しないが、理事会の議

決を要する（定款第16条第1項第2号）。 

 

《地方独立行政法人法》 

（中期計画） 

第 26条 地方独立行政法人は、前条第１項の指示を受けたときは、中期目標に基づき、設立団体の規則で

定めるところにより、当該中期目標を達成するための計画（以下「中期計画」という。）を作成し、設立団体

の長の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

２ 中期計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

（１）住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（３）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

（４）短期借入金の限度額 

（４の２）出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当

該財産の処分に関する計画 

（５）前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

（６）剰余金の使途 

（７）その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項 

３ 設立団体の長は、第１項の認可をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければな

らない。 

４ 設立団体の長は、第１項の認可をした中期計画が前条第２項第２号から第５号までに掲げる事項の適正

かつ確実な実施上不適当となったと認めるときは、その中期計画を変更すべきことを命ずることができる。 

５ 地方独立行政法人は、第１項の認可を受けたときは、遅滞なく、その中期計画を公表しなければならな

い。 
 

《公立大学法人福知山公立大学定款》 

（議決事項） 

第 16条 理事会の議決事項は、次のとおりとする。 

（１）中期目標についての意見(法第 78条第３項の規程により法人が市長に対し述べる意見をいう。以下同じ)

及び年度計画（法第 27条第１項の規程により法人が定める計画をいう。以下同じ。）に関する事項 

（２）法の規程により市長の認可又は承認を受けなければならない事項 

（３）～（８） 略 

資料１ 
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２ 地方独立行政法人法と中期計画（案）の関係 

地方独立行政法人法 中期計画（案） 

－ － 

第１ 基本的な目標 

第２ 中期計画の期間 

第３ 教育研究上の基本組織 

法第 26条 

第 2項 1号 

住民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上に関す

る目標を達成するためとるべき

措置 

第４ 教育研究等の質の向上に関する

目標を達成するための措置 

法第 26条 

第 2項 2号 

業務運営の改善及び効率化に関

する目標を達成するためとるべ

き措置 

第５ 業務運営の改善及び効率化に関

する目標を達成するための措置 

第６ 財務内容の改善に関する目標を

達成するための措置 

第７ 自己点検・評価及び情報公開に

関する目標を達成するための措置 

第８ その他業務運営に関する重要目

標を達成するための措置 

法第 26条 

第 2項 3号 

予算（人件費の見積もりを含

む。）、収支計画及び資金計画 
第９ 予算、収支計画及び資金計画 

法第 26条 

第 2項 4号 
短期借入金の限度額 第10 短期借入金の限度額 

法第 26条 

第 2項 4号 2 

出資等に係る不要財産又は出資

等に係る不要財産となることが

見込まれる財産がある場合には、

当該財産の処分に関する計画 

第11 出資等に係る不要財産の処分に

関する計画 

法第 26条 

第 2項 5号 

前号に規定する財産以外の重要

な財産を譲渡し、または担保にし

ようとするときは、その計画 

第12 重要な財産を譲渡し、又は担保

に供する計画 

法第 26条 

第 2項 6号 
剰余金の使途 第13 剰余金の使途 

法第 26条 

第 2項 7号 

その他設立団体の規則で定める

業務運営に関する事項 

第14 福知山市の規則で定める業務運

営に関する事項 
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３ 中期計画（案）の概要 

項目 具体的内容 

第１ 基本的な目標 

１ 基本理念・目的 

 【基本理念】 

市民の大学、地域のための大学、世界とともに歩む大学 

 

 【目的】 

  地域に根ざし、世界を視野に活躍できる高度な知識及び技

能を有する人材を育成し、北近畿地域をはじめとする地域

における持続可能な社会の形成と地方創生に寄与する。 

 

２ 目指すべき大学像 

（１）地域社会を支え、地域社会に支えられる大学 

（２）持続可能な社会の創出に貢献する知の拠点大学 

（３）地域と世界をつなぐ、グローカリズム研究実践の拠点

大学 

 

３ 育成する人材像 

 地域に根ざし、世界を視野に活躍するグローカリスト

（Glocalist） 

第２ 中期計画の期間 平成２８年４月１日から平成３４年３月３１日 

第３ 教育研究上の 

基本組織 

 学部 学科 

地域経営学部 
地域経営学科 

医療福祉マネジメント学科 

学部・学科編成の最適化及び早期の入学定員 200 名の実現を

目指す。 

第４ 教育研究等の質の向

上に関する目標を達成す

るための措置 

１ 教育の質の向上に関する目標を達成するための措置 

（１）教育の成果に関する目標を達成するための取組 

① 自由な発想と行動力、分析企画力、実行力、公共マイン

ドの涵養 

② 生きていくための総合力（人間力）を涵養する教養教育

の実践 

③ 理論と応用の学びを踏まえた実践・実習による学びの徹

底 

④ 主体的な学びの支援・推進 

⑤ 地域に開かれた教学環境の構築 

 

（２）教育の内容等に関する目標を達成するための措置 
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① 学位授与の明確化 

② 教育内容・手法の充実 

ア カリキュラムの充実等 

イ ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）の推進 

ウ 内部質保証への取り組みの推進 

③ 入学者の受け入れに関する目標を達成するための措置 

ア アドミッション・ポリシーの周知 

イ 入学者選抜方法の策定 

ウ 学生募集活動の充実・体制強化 

 

（３）教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

① 将来構想の策定 

② 学生支援及び育成 

ア 学生支援 

イ 学生の育成 

③ 国際交流の推進 

 

２ 研究の質の向上に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するため

の措置 

① 地域に資する地域経営権旧の拠点大学 

ア 地域経営研究の拠点大学づくりへの取組 

イ 関係情報の収集 

② 開かれた学びの拠点として、外部団体との連携・協力の

推進 

③ 防災・危機管理に関する研究 

・防災・危機管理に関する組織の検討（平成 30年度～） 

 

（２）研究の実施体制に関する目標を達成するための措置 

① 外部資金の獲得 

② 自治体等からの委託事業・共同事業の獲得 

③ 研究費の適切な配分と執行 

 

３ 地域協働（地域貢献）の質の向上に関する目標を達成する

ための措置 

（１）多世代人材育成と持続可能な社会形成への学術アプロー

チ 

① 公開講座や大学施設利用の促進 

② 大学の知的資源等の有効活用推進 

 

（２）地域連携・地域協働の実施体制の整備 
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① 「北近畿地域連携センター」の設置 

② 学外の知的資源等の有効活用推進 

（３）地域連携と社会貢献 

（４）地域連携体制の構築による安定した就職先の確保 

第５ 業務運営の改善及び

効率化に関する目標を達

成するための措置 

１ 経営体制に関する目標を達成するための措置 

（１）安定的・機動的な管理体制の構築 

（２）外部意見の取り込みと経営改善への取り組み 

 

２ 組織・人事制度と人材育成に関する目標を達成するための

措置 

（１）教職員の養成 

① ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）の推進 

② スタッフ・ディベロップメント（ＳＤ）の推進 

（２）人事評価制度の構築と導入 

 

３ 地域に開かれた大学づくりに関する目標を達成するための

措置 

（１）大学活動の積極的周知と市民ニーズの把握 

（２）外部との意思疎通 

第６ 財務内容の改善に関

する目標を達成するため

の措置 

１ 安定的な経営の確保に関する目標を達成するための措置 

（１）定員増等 

（２）効果的、効率的な予算執行 

 

２ 多様な人事・給与制度の構築と導入に関する目標を達成す

るための措置 

（１）教職員人事評価制度の導入 

（２）教職員人事評価制度の活用 

 

３ 入学志願者確保に関する目標を達成するための措置 

 

４ 自己財源の増加に関する目標を達成するための措置 

（１）料金の設定 

（２）外部資金の獲得 

（３）自己財源比率の増加 

 

５ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

第７ 自己点検・評価及び情

報公開に関する目標を達

成するための措置 

１ 設立団体による評価に関する目標を達成するための措置 

 

２ 自己点検及び自己評価並びに第三者評価に関する目標を達

成するための措置 
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３ 情報公開と広報活動に関する目標を達成するための措置 

（１）積極的な情報提供 

（２）効果的な広報活動 

第８ その他業務運営に関

する重要目標を達成する

ための措置 

１ コンプライアンス（法令遵守）に関する目標を達成するた

めの措置 

 

２ 施設設備の整備・監理に関する目標を達成するための措置 

 

３ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

 

４ 環境への配慮に関する目標を達成するための措置 

第９ 予算、収支計画及び資

金計画 
別添のとおり 

第10 短期借入金の限度額 

（１）短期借入金の限度 

１億円 

（２）想定される理由 

事故の発生等により、緊急に必要となる対策費として借

り入れることを想定 

第11 出資等に係る不要財

産の処分に関する計画 
なし 

第12 重要な財産を譲渡し、

又は担保に供する計画 
なし 

第13 剰余金の使途 
決算において剰余金が発生した場合には、教育研究の質の向上、

組織運営及び市説設備の改善に充てる。 

第14 福知山市の規則で定

める業務運営に関する事

項 

（１）施設及び設備に関する計画 

（２）人事に関する計画 

・職員の能力と実績を総合的に評価する制度の構築・運用 

 ・長期的視点に立った採用計画の策定 

（３）積立金の使途 

なし 

（４）その他法人の業務運営に関し必要な事項 

なし 

 


